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要約：本論文では、地域子育て支援拠点での子育て支援の質向上の示唆を得るため、利用者満足

度に影響を及ぼす要因について明らかにすることを目的とした。因子分析および重回帰分析を行

った結果、因子分析によって抽出された５つ因子のうち、「利用しやすさ」、「子どもと他者の交流」、

「地域とのつながり」の３つの因子が利用者満足度に有意な影響を及ぼしていることが明らかと

なった。 

 

Abstract：This paper aims to identify some factors affecting users’ satisfaction with regional 

childrearing support center to improve the quality of childrearing support in the center. The 

result of factor analysis and multiple regression analysis indicates that three factors of ‘easy 

to use’, ‘children’s relationship with others’, and ‘connection with community’ affect the users’ 

satisfaction significantly.   

 

1



秋草学園短期大学 紀要 35 号（2018） 

 

 

１ 研究背景と課題設定 

本研究の目的は、地域子育て支援拠点（以下、拠点施設）での子育て支援の質向上の示唆

を得るため、利用者満足度に影響を及ぼす要因について明らかにすることである。 

地域子育て支援拠点事業（以下、拠点事業）とは、「地域において子育て親子の交流等を

促進する子育て支援拠点の設置を推進することにより、地域の子育て支援機能の充実を図

り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援すること」を目的として、「乳

幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、

助言その他の援助を行う事業」である（厚生労働省 2017a）。拠点事業では、子育て親子の

交流の場の提供と交流の促進、子育て等に関する相談や援助の実施、地域の子育て関連情報

の提供、子育て及び子育て支援に関する講習等の実施が４つの基本事業として規定されて

いる。 

昨今の子育てを取り巻く環境を背景に、拠点事業の重要性が高まっている。地域社会との

つながりの希薄化や核家族化によって、子育ての相談相手や子育て経験者が身近な存在で

はなくなり、子育ての孤立や不安を招きやすくなっている。こうした事情は、拠点事業の目

的のなかでも、「少子化や核家族化の進行、地域社会の変化など、子どもや子育てをめぐる

環境が大きく変化する中で、家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独

感や不安感の増大等に対応するため」と指摘されている（厚生労働省 2017a）。そのため、

地域の中で子育て支援を行う様々な関係者や機関の役割が重要になっている。平成 29 年告

示の保育所保育指針においても、保育所は地域の子育て支援の関係者や機関と連携するこ

とが明記されている。拠点事業は、このような地域の子育て支援の担い手の１つとして挙げ

られている。 

また、2014 年の利用者支援事業の創設も、拠点事業の重要性を高めるものであった。利

用者支援事業は、拠点事業における地域機能強化型から発展的に創設されたものであり、拠

点事業と相互補完的な関係にある。子ども・子育て支援新制度による保育や子育てのサービ

スの多様化、複雑化を背景として、利用者支援専門員は利用者の相談に応じたり利用者によ

る情報収集や選択の支援をしたりすることで、利用者支援を行う。また、利用者が地域資源

と連携、協働できるような体制を作る支援を行う。しかし、利用者支援専門員は多くの利用

者に認知されているとは言い難い存在であることから、子育てひろばや保育所等に設置さ

れた子育て支援センターのような拠点施設に配置することで利用者支援専門員による利用

者支援や地域連携を実現することが期待されている。すなわち、利用者支援事業の実効性を

高めるためにも、拠点事業は重要な存在なのである。 

拠点事業の重要性は、実施箇所数の推移からもわかる。拠点事業が開始された 2007 年は

4,409 か所であったが、2017 年は 7,259 か所の実施となっている（厚生労働省 2017b）。拠

点事業は、2007 年はひろば型、センター型、児童館型の３つの事業類型から始まり、2013

年は一般型、地域機能強化型、連携型の３つに、2014 年は一般型、連携型２つというよう
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に、統合や再編を繰り返してきた。しかし、こうした変遷の中でも拠点事業の実施箇所は毎

年増加している。また、拠点事業と相互補完の関係にある利用者支援事業も、同事業が開始

された 2014 年は 323 か所であったが、2017 年は 1,897 か所の実施と増加している。 

このように、子育て支援において拠点事業の担う役割は大きいことから、拠点施設での子

育て支援に関する多くの研究がなされてきた。先行研究は、拠点施設での子育て支援や拠点

施設の運営や管理に従事する者（以下、拠点事業者等）を対象としたものと、親子や母親の

ような拠点施設の利用者を対象としたものに大きく分けることができる。紙幅の都合から

すべての先行研究を列挙することは難しいが、前者は、橋本（2011）、中谷他（2011）、榊

（2013）、丸谷（2016）、椎山（2016）、多田（2017）、周防他（2018）等の研究がある。一

方で、後者は寺村（2012）、小野（2013a）、小野（2013b）、富田（2014）、岡本（2015）、富

田他（2015）、三原・佐々木（2016）、新川（2016）、今井・伊藤（2017）、宇都・川畑（2017）

等の研究がある。近年では利用者を対象とした研究が増えてきている。利用者の評価を取り

入れることは、拠点施設での子育て支援の質向上につながる可能性が高いからである。 

しかし、利用者を対象とした先行研究を概観すると、利用者の年齢、子どもの数、家族構

成のような基本的な属性や、拠点施設の利用回数や頻度、利用前後の感情的な変化について

調査したものが中心であった。これらは、利用者に対して拠点施設の利用状況、環境や支援

に対する満足度を項目別に質問することで利用者の評価を引き出すことには成功している

が、各項目に対する利用者の評価が拠点施設での子育て支援全体に対する満足度とどのよ

うに関係しているかについては検討できていなかった。小野（2013a：75）が「拠点事業は、

子育て家庭にとって地域の身近な拠点として子育てを支える仕組みとなることが求められ

ており、地域の特性や子育て家庭のニーズに合わせた取り組みが期待されている」というよ

うに、利用者の評価は拠点施設での子育て支援の質向上において重要であるため、どのよう

な要因が利用者満足度に影響を及ぼしているのかを検討する必要がある。 

以上を踏まえて本研究では、拠点施設での子育て支援の質向上につながる示唆を得るた

めに、利用者満足度に影響を及ぼす要因について明らかにする。もちろん、拠点施設での子

育て支援の質向上のためには、拠点事業者等による自己評価と利用者による評価を総合的

に分析することが必要である。このような最終的な課題に対する意識をもちつつ、まずは本

研究では利用者による評価に着目することにする。 

 

２ 研究方法 

（１）調査概要 

 調査対象者は、ある県内の拠点施設の利用者とした。拠点施設の選定については、県内拠

点事業者等の意見を参考にして、市区町村の偏りが小さくなるよう留意し、56 か所を選定

した。 

 調査方法は、2017 年 10 月から 2018 年３月を返信期間として設定し、56 か所に対して
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800 枚の質問紙を郵送で配布する質問紙調査を実施した。ただし、800 枚のうち 400 枚につ

いては、本研究の協力者である県内拠点事業者を経由して配布した。期間内に返信があった

41 か所（回収率 73.2％）、501 件（回収率 62.6％）の回答を分析に用いた。 

質問項目は、NPO 法人子育てひろば全国連絡協議会（2017）の「地域子育て支援拠点事

業における活動の指標『ガイドライン』」（以下、ガイドライン）における「利用者向けアン

ケート」を使用した。ガイドラインとは、拠点施設での子育て支援の質向上のために、支援

の内容を明示し指標化したものである（渡辺・橋本 2018）。ガイドラインには、拠点事業者

等を対象とした「ガイドラインに基づく自己評価」と、拠点事業の利用者を対象とした「利

用者向けアンケート」がある。 

本研究で「利用者向けアンケート」を使用する理由は、次の２つである。まず、網羅性で

ある。「利用者向けアンケート」は拠点事業者等を対象とした自己評価に対応するように作

成されているため、拠点施設での支援の内容から拠点施設の運営や管理まで、利用者は拠点

施設での子育て支援に対して網羅的に評価を行うことができる。本研究の目的は拠点施設

での子育て支援に対する利用者満足度に影響を及ぼす要因を明らかにすることであるため、

網羅的な質問項目を用いることでより正確な分析が可能となる。次に、信頼性である。ガイ

ドラインやアンケートは、「地域子育て支援拠点事業における活動評価の分析及び普及可能

なガイドラインの作成に関する研究」のような拠点施設での子育て支援に関する調査研究

の結果や、厚生労働省による地域子育て支援拠点事業実施要綱を踏まえて作成されている。

以上から、本アンケートを使用することとした。 

「利用者向けアンケート」には質問項目が 25 項目ある。これらに、「あなたが利用してい

る地域子育て支援拠点について、総合的に満足している」という利用者満足度を質問する項

目を追加した。具体的な質問項目については以下の通りである（表１）。 

 

（２）分析方法 

 質問に対する回答は、あてはまる＝４、だいたいあてはまる＝３、あまりあてはまらない

＝２、あてはまらない＝１の４件法とした。 

「利用者向けアンケート」の 25 項目について因子構造を検討するため、探索的因子分析

を行った。また、抽出した因子を独立変数として、「あなたが利用している地域子育て支援

拠点について、総合的に満足している」を従属変数として投入した重回帰分析を行った。因

子分析および重回帰分析には Stata 15 を用いた。 

 

（３）倫理的配慮 

 利用者が質問紙に回答する前に、調査目的と内容、回答は学術研究の目的でのみ使用され

ること、自由意志および無記名によること、回答は途中で放棄することや提出を拒むことが

できること、質問紙は一定期間経過後に適切な方法で破棄すること等が拠点事業者等から 
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口頭で説明された。質問紙の提出をもって受講者の同意を得たとした。 

 

３ 結果と考察 

（１）因子分析の結果 

 上の 25 項目ついて、平均値、標準偏差を確認したところ天井効果、フロア効果は見られ

なかったため、すべての質問項目を分析対象とした（表２）。 

因子分析では、主因子法・プロマックス回転を行った。初期の固有値の変化についてカイ

ザーガットマン基準により、５つの因子を抽出することが妥当であると判断した。５つの因

子の全分散を説明する割合は 67.668％であった。また、KMO 検定は.898 であった（表３）。  

第Ⅰ因子には、「挨拶と笑顔で親子を温かく迎え入れてくれる」、「この施設を利用するこ

とで子育てを支えられていると感じる」、「職員に相談したときには、自分の気持ちや悩み

を受け止め、共感してくれる」、「子どもの個性や発達を理解し、親とともに成⾧を見守っ

てくれる」、「子育てや子育て支援に関する講座などが月 1 回以上実施されている」、「職員

は、普段から親子の交流の場にいて、かかわってくれる」、「子育ての悩みなど、気兼ねな

く相談できる」、「職員に相談したときには、解決方法を押し付けずに、親の考えを尊重し

てくれる」、「いつでも職員に手助けを求めることができる」、「子どもの個性や可能性が認

められ、尊重されている」の 10 項目が高い負荷を示したため、「利用しやすさ」と命名し 
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た。α係数は.918 であった。 

 第Ⅱ因子には、「子どもたちが自らの興味や関心に沿って遊んだり、他の子どもとかかわ

りあうことができる」、「子どもたちが親以外の大人とかかわることができる」、「職員同士が

協力しあっていると感じる」の３項目が高い負荷を示したため、「子どもと他者の交流」と

命名した。α係数は.786 であった。 

 第Ⅲ因子には、「子育て等に関する相談や援助が行われている」、「子育てに必要な情報が

提供されている」、「親子が交流し、親同士が支えあったり、子ども同士が育ちあう雰囲気が

ある」、「親同士・子ども同士の仲間づくりなどを助けてくれる」、「親および子どもの性別、

出身地、民族、国籍、障害などにかかわらず利用できる」の５項目が高い負荷を示したため、

「親同士の交流」と命名した。α係数は.777 であった。 

第Ⅳ因子には、「相談する際のプライバシーが守られていると感じる」、「事故やけがの防

止、衛生管理、災害時等の備えがなされている」、「広報紙・通信やホームページ等での情報

の扱いについて配慮されていると感じる」、「子どもたちが遊びやすいように、遊具の配置や

コーナー分けなどが工夫がされている」、「利用者に直接意見を聞いたり、アンケートなどを

行い、業務の改善に取り組んでいる」の５項目が高い負荷を示したため、「運営・管理の充

実」と命名した。α係数は.842 であった。 

第Ⅴ因子には、「高齢者や学生など、地域のボランティアが活動している」、「地域の方々

と交流を図る活動が行われている」の２項目が高い負荷を示したため、「地域とのつながり」

と命名した。α係数は.801 であった。 

 

（２）重回帰分析の結果 

因子分析によって抽出した「利用しやすさ」、「子どもと他者の交流」、「親同士の交流」、

「運営・管理の充実」、「地域とのつながり」の５つの因子を独立変数、「あなたが利用して

いる地域子育て支援拠点について、総合的に満足している」を従属変数として投入した重回

帰分析（ステップワイズ法）を行った（表４）。  

 

 
 

表４から、「親同士の交流」、「運営・管理の充実」は変数として除外され、「利用しやすさ」、
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「子どもと他者の交流」、「地域とのつながり」によって拠点施設での子育て支援に対する利

用者満足度を説明する回帰式が得られた。決定係数（調整済み決定係数）は.398（.392）で

あり、0.1%水準で有意であった。残差分析においても問題は見られなかった。抽出した因

子はプロマックス回転によるものであるため多重共線性について検討した結果、許容度は

「利用しやすさ」（.561）、「子どもと他者の交流」（.537）、「地域とのつながり」（.872）であ

り、多重共線性に関する問題はないと判断した。 

 

（３）考察 

 因子分析の結果、拠点施設での子育て支援に対する利用者の評価として、「利用しやすさ」、

「子どもと他者の交流」、「親同士の交流」、「運営・管理の充実」、「地域とのつながり」の５

つの因子が抽出された。また、因子分析によって抽出した５つの因子を独立変数、「あなた

が利用している地域子育て支援拠点について、総合的に満足している」を従属変数として用

いた重回帰分析では、「利用しやすさ」、「子どもと他者の交流」、「地域とのつながり」は利

用者満足度に有意な影響を及ぼしていたが、「親同士の交流」、「運営・管理の充実」は有意

な影響を及ぼしていなかった。 

 拠点施設での子育て支援に対する「利用のしやすさ」は、利用者満足度に対して最も影響

が大きかった。これは、拠点施設での子育て支援は公的な行政機関や保育所等と異なり、親

子が気軽に立ち寄ったり自由に利用したりできることが最大の差別化要因になっているか

らと思われる。三原・佐々木（2016）は、拠点施設の利用者を対象に拠点施設を利用する理

由について調査を行った結果、「いつも自由に利用できる」（74.6％）、「子どもを気兼ねなく

遊ばせることができる」（61.6％），「子どもが他の親子と関わることができる」（41.5％）こ

とが上位の理由であることを明らかにしている。このように、拠点施設での子育て支援の利

用しやすさは、利用者満足度に影響を及ぼす重要な要因となるのである。 

また、「子どもと他者の交流」や「地域とのつながり」も利用者満足度に有意な影響を及

ぼしていた。これは、拠点施設では家庭内では行うことが難しい遊びや生活ができることや、

保護者以外の地域の大人や職員と交流できることが背景にあるものと思われる。たとえば、

先に引用した三原・佐々木（2016）の調査結果からも、拠点施設を利用する理由として子ど

もが自由に遊べることが利用者から重視されていた。また、伊藤・寺村（2018）は、自閉児

が拠点施設で過ごすことの効果について、拠点施設に集う様々な子どもとの交流や拠点施

設内の玩具への関心や多様な遊びを通じて、自閉児の社会性の育ちがみられたことを報告

している。このように、拠点施設では、家庭内では難しい子ども同士の交流や親以外の大人

との交流ができることから、利用者満足度に影響を及ぼしていたのであろう。 

一方で、「親同士の交流」、「運営・管理の充実」は利用者満足度に有意な影響を及ぼして

いなかった。まず、「親同士の交流」が利用者満足度に影響を及ぼしていなかったことにつ

いて、拠点施設では、親同士の交流は子育てに関する情報交換や親同士の支え合いにつなが
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ることから重要なものである。しかし、親同士の交流には難しさもある。丸谷は親同士の交

流の重要さは認めつつ、一方でその難しさについて次のように指摘している。丸谷（2016：

100）によると、「仲間の存在によって子育てが楽になる親は多い。しかし、親子というまと

まりで他の親子と交流することに自分自身の仲間関係とは異なる難しさを感じる親も多い。

子育ての仲間は、子どもの成⾧を競う競争相手という側面もあり、仲間の中にいながら、劣

等感や孤独感を募らせる場合もある」。こうした指摘を踏まえると、「親同士の交流」は、そ

の重要さの一方で難しさもあることから、利用者満足度に影響を及ぼすに至っていなかっ

たものと思われる。 

また、「運営・管理の充実」も利用者満足度に有意な影響を及ぼしていなかった。これは、

拠点施設の管理・運営は子育て支援の内容以前の前提や与件であるととらえられているか

らではないだろうか。利用者が子育てに関する相談をする際のプライバシーや守秘義務が

守られていることや、事故や怪我の防止、衛生管理、災害時の対策がなされていることは、

拠点施設での子育て支援の内容以前の問題である。利用者の側からすれば、こうした管理や

運営は十分な対策や配慮ができているという前提での拠点施設の利用である。それゆえに、

「管理・運営の充実」は利用者満足度に影響を及ぼしていなかったのではないだろうか。 

 

４ まとめと今後の課題 

本研究の目的は、拠点施設での子育て支援の質向上につながる示唆を得るために、利用者

満足度に影響を及ぼす要因について明らかにすることであった。因子分析及び重回帰分析

を行った結果、拠点施設での子育て支援に対する利用者満足度に影響を及ぼしている要因

は、「利用しやすさ」、「子どもと他者の交流」、「地域とのつながり」であることが明らかと

なった。 

以上から２つのことが示唆される。まず、利用者満足度にも大きな影響を及ぼしていた

「利用しやすさ」を重視していくことである。拠点施設の利用しやすさでは、距離的にも感

情的にも利用しやすいことが重要である。特に、拠点施設が利用者の生活圏と近い場所にあ

るという距離的な利用しやすさは重要である。小野（2013a）は利用者の拠点事業に対する

評価に関する調査から、拠点事業の実施場所の特性が利用者の拠点事業に対する評価に影

響を及ぼしていることを明らかにしている。また、三原・佐々木（2016：115）は拠点施設

の利用しやすさについて、交通の便や移動手段の観点から、「日常生活圏域で利用ができる

「子育てサロン」の運営支援の充実が利用者のニーズに応える 1 つの方策だと思われる」

と結論づけている。こうした先行研究が指摘するように、拠点施設での子育て支援が十分に

機能するためには、利用者にとって距離的に利用しやすい拠点施設の設置が重要なのであ

る。 

また、利用しやすい拠点施設の設置においては、出張ひろばも重要になる。出張ひろばに

ついては、「地域の実情や利用者のニーズにより、親子が集う場を常設することが困難な地
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域にあっては、（中略）公共施設等を活用した出張ひろばを実施することができる」とある

（厚生労働省 2017a）。拠点施設の常設が難しいのみならず、交通の便や移動手段の難しさ、

たとえば徒歩圏内に拠点施設が存在しないというような距離的な理由から利用できない状

態にある親子にとっては、出張ひろばは重要な役割を担うことになる。何より、こうした交

通や移動の困難さを抱えている親子は子育ての孤立や隔離に陥りやすく、拠点施設での子

育て支援に対する必要性が高いことが多い。拠点施設での子育て支援に関する多くの先行

研究や実践報告では、保育所等に設置された子育て支援センターや公共施設内の子育てひ

ろばのような固定的な拠点施設が前提となっていたことからすれば、出張ひろばの具体的

なあり方や運営方法について十分な検討が必要になるのではないだろうか（１）。 

次に、本研究の今後の課題とも重なるが、拠点施設での子育て支援の結果や効果について

の実証的な研究の必要性である。利用者満足度に対して、「子どもと他者の交流」、「地域と

のつながり」が影響を及ぼしていたが、拠点施設での子育て支援において、具体的にどのよ

うな関わりやつながりを提供することが利用者の子育てに影響を及ぼすかについて分析す

る必要がある。たとえば、玩具の存在である。家庭にはない玩具が拠点施設にあることで、

子ども同士や親子の関係によい影響を及ぼすことがある（２）。冨田他（2015）による拠点施

設の利用者を対象とした調査から、拠点施設を利用する理由として拠点施設では親子で

様々な玩具で遊べることが多いことが明らかとなっている。また、大豆生田（2006：50-51）

は、「ひろばなどに集う事は、単に親子が安心できる場として機能するだけでなく、同じく

らいの月齢や年齢の子どもの発達やその親のかかわりを見たり聞いたりする場でもある」

とし、「「ひろば」が、学び合いすなわち成⾧の機会となる」と指摘している。 

前者に関しては、拠点施設にどのような玩具が、どの程度あり、どのように使用されるこ

とが子ども同士や親子の交流を深めるかを明らかにすることで、拠点施設での子ども同士

や親子の交流を深める示唆を得ることができる。後者に関しても、拠点施設が子どもや親子

にとって学びや成⾧の場となるために、どのような支援や要因が必要か、そうした学びや成

⾧がどのような過程で生じるのかを明らかにすることで、拠点施設での子育て支援が充実

していく。このような実証的な研究の蓄積が、拠点施設での子育て支援の質向上につながる

のである。 

拠点施設での子育て支援の質向上という場合、何を質とみなすか、何を向上とみなすかに

ついては議論の余地がある。しかし、拠点事業に限らず福祉サービスにおいては、利用者満

足度は当該サービスの利用や存続を左右する重要な要因である。利用者が利用し、支援に満

足し、引き続き利用することで、子育ての悩みを主体的に解決し、子育ての喜びを感じてこ

そ価値や意義がある。それゆえに、拠点施設での子育て支援に対する利用者満足度を高める

要因を踏まえた工夫がいっそう必要になるであろう。 

今後の課題として、地域差を踏まえた分析と、拠点事業者等の自己評価と利用者による評

価を組み合わせた分析がある。前者については、本研究では１つの県内の拠点施設を調査対
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象としたが、各都道府県や市区町村によって利用できる拠点施設数や交通の便は異なる。こ

のため、多様な地域の複数の拠点施設を調査対象とした研究が必要になる。また、後者につ

いては、拠点事業者等による自己評価と利用者による評価を総合的に分析する必要がある。

拠点事業者等と利用者では拠点施設での子育て支援に対して優先する（求める）事項が異な

ることがある。これらの違いを明らかにし解決していくことによって、拠点施設での子育て

支援の質向上につながっていく。これらを今後の課題として取り組んでいきたい（３）。 

 

 

注 

（１）拠点施設での子育て支援は物理的な環境の下で行うことが前提とされている（厚生労

働省 2017a）。しかし、現代社会のデジタルデバイスの普及状況からすれば、オンラインに

よる拠点施設も考えられる。拠点施設を利用する多くの親子がデジタルデバイスに親しん

でいることからすれば、物理的な環境下での拠点施設の設置だけではなく、オンラインによ

る拠点施設の設置の可能性も今後検討していく必要があると思われる。 

（２）本研究で使用した質問紙には自由記述の欄があった。KH Coder (v.3)によって自由記

述を分析したところ、共起ネットワーク（媒介中心性）の１つは「おもちゃ」が中心となっ

ていた。たとえば、「家のおもちゃと違うから、よく遊ぶし喜んでいる。他の子供と接する

機会が増える」という記述がみられた。「子どもと他者の交流」は利用者満足度に影響を及

ぼしていたが、「おもちゃ」が子ども同士や親子をつなぐ役割を果たしていることが推察さ

れる。この点については稿を改めて論じたい。 

（３）個人の選択の尊重と地域による支援の均衡や調整の検討も重要である。「子どもと他

者の交流」、「地域とのつながり」が拠点施設での子育て支援に対する利用者満足度に影響を

及ぼしていることから、拠点事業者等は地域内の子ども同士や地域と親子の関係や連携を

重視するであろう。確かに、拠点施設での子育て支援に対する満足度を高めることは利用者

が拠点施設を利用する頻度を増やし、子育てによい影響を及ぼすことも多いであろう。一方

で、利用者と地域との関係や連携が強化されるほど、意図的であれ偶発的であれ、親子の自

由な決定を制限したり強制したりすることもある。地域とのつながりが強化されることで、

地域との交流やつながりからの離脱の自由や、緩やかな関係や連携という柔軟な選択の可

能性が排除されることもある。こうした個人の選択の尊重と地域による子育て支援の均衡

や調整についても今後の課題である。 
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